
               

                   
 

国に対する要望活動を実施しました 
 

令和４年８月３０日及び３１日に、国及び国会議員に対して、以下のとおり要望活動を行いました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

担 当 課 企画政策課、産業政策課 

担 当 者 池田、森永 

電    話 
（073）435－1015 

（073）435－1040 

内  線 2441 3032 

資 料 提 供 

 

令和４年９月２日 

総務省・内閣府への要望の様子 

国会議員への要望の様子 

寺田 稔 総務大臣 

岡田 直樹 

内閣府特命担当大臣（地方創生） 

石井 啓一 公明党幹事長 

浮島 智子 衆議院議員 

萩生田 光一 

自由民主党政務調査会長 

梶山 弘志 

自由民主党幹事長代行  

世耕 弘成 

自由民主党参議院幹事長 

石田 真敏 衆議院議員 

鶴保 庸介 参議院議員  

二階 俊博 衆議院議員  

山本 香苗 参議院議員 

○地方都市における「滞留」の促進について（和歌山市） 

（要望内容） 

コロナ禍において発生している、大手企業が管理部門等を大都市に集約する「地方分散に逆行した動き」

等に対して、地方都市における「滞留」を促進するために必要となる制度の充実や、テレワークへのさら

なる財源的措置について要望するもの。 

（要望に対する回答） 

大手企業の機能集約による人口流出問題は、地方都市にとって非常に大きな問題であるため、地方都市に

おける「滞留」を促進するための制度の充実等について検討するといった建設的なご意見等をいただきま

した。 

 

○原油価格の高騰及び物価高騰対策に関する緊急要望（和歌山県市長会） 

（要望内容） 

各市の実情に応じ、原油価格・物価高騰への対策が迅速かつ躊躇なく講ずることができるよう、予備費の

活用による更なる地方創生臨時交付金の交付など必要な財政措置を緊急に要望するもの。 

（要望に対する回答） 

物価高騰などによる経済活動への影響等についてご理解いただき、予備費を活用した更なる地方創生臨時

交付金の追加等、早急に進めるというご回答をいただきました。 

 

○その他（水道行政の移管について） 

これまで要望を続けてきた水道行政について、インフラ整備に関わる業務は下水道業務を担う国土交通省

に移管する方向で、国において検討されていることが示されました。 


